
款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

9 1

減債基金積立金

2 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

           1,104,840              174,840                   0             930,000                   0                   0補正後

           1,088,320

              16,520

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

             930,000

                   0

                   0             158,320

              16,520

補正前

　基金を安全かつ確実に管理・運用し、これにより生じる収益及び基金の管理に要する経費を積み立てます。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

       216,910        190,229        169,683            149,647                                           
減債基金残高

実績        220,874        190,225百万円

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる市財政の健全な運営に資するため、基金に積み立てます。
　また、基金の運用可能額について歳計現金への繰替運用と外部運用とを併せて行い、歳計現金の流動性確保と基金の効率的な運用の
両立を図ります。

事業目的

背景・課題

地方自治法第241条第４条、横浜市減債基金条例第４条根拠法令・方針決裁等

＜運用実績＞
令和３年度：27,222千円（繰替運用額：136,483,000千円、利率：0.02%）
令和４年度：34,825千円（繰替運用額：174,577,000千円、利率：0.02%）
令和５年度：27,297千円（繰替運用額： 56,647,000千円、利率：0.045%）
＜運用見込（当初）＞
令和６年度： 40,000千円（繰替運用額： 80,000,000千円、利率：0.050%）
　　　　　　  8,600千円（外部運用額：  5,000,000千円、利率：0.344%）
令和７年度：120,000千円（繰替運用額： 80,000,000千円、利率：0.150%）
　　　　　　  9,940千円（外部運用額：  5,000,000千円、利率：0.568%）※

根拠・データ等

　　　　　　 28,380千円（外部運用額（前年度まで運用分））
　　　　　     ※令和７年度運用額のうち、上半期運用予定（35億円）の利子を計上

年度を通して運用を実施し、年度末に運用利益の積立てを行います。

事業スケジュール

平成2年度事業開始年度

1
補正前補正後

減債基金積立金
細事業(事業内訳） 1            1,104,840           1,088,320               16,520 運用収益増に伴う積立金の増

           1,104,840           1,088,320               16,520

7資金課財政局

一般会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

9 1

財政調整基金積立金

2 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

          25,094,238               94,238                   0          25,000,000                   0                   0補正後

           5,047,000

          20,047,238

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

           5,000,000

          20,000,000

                   0              47,000

              47,238

補正前

　基金を安全かつ確実に管理・運用し、これにより生じる収益及び基金の管理に要する経費を積み立てます。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

        13,730         34,648         27,610             45,366                                           
財政調整基金残高

実績         31,352         51,648百万円

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　基金の運用可能額を一括して歳計現金へ繰り替えて運用することにより、歳計現金の流動性確保と基金の効率的な運用の両立が可能
となります。

事業目的

背景・課題

地方自治法第241条第４項、横浜市財政調整基金条例第５条根拠法令・方針決裁等

＜運用実績＞
令和３年度： 1,812千円（繰替運用額：14,608,000千円、利率：0.015%）
令和４年度： 6,087千円（繰替運用額：36,941,000千円、利率：0.018%）
令和５年度：20,916千円（繰替運用額：38,983,000千円、利率：0.074%）
＜運用見込（当初）＞
令和６年度：18,000千円（繰替運用額：34,640,000千円、利率：0.050%）
令和７年度：47,000千円（繰替運用額：31,330,000千円、利率：0.150%）

＜国の地方財政対策（R7給与改善費）を踏まえた対応に伴う積立＞

根拠・データ等

令和７年度：5,000,000千円

年度を通して運用を実施し、年度末に運用利益の積立てを行います。
国の地方財政対策（R7給与改善費）を踏まえた対応に伴う積立てを行います。

事業スケジュール

昭和54年度事業開始年度

1
補正前補正後

財政調整基金積立金
細事業(事業内訳） 1           25,094,238           5,047,000           20,047,238 令和７年度市税等の増加及び減額補正による

積立金の増

          25,094,238           5,047,000           20,047,238

6資金課財政局

一般会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

9 1

職員人件費

2 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

1,747,636  0 0 1,747,636 0 0補正後

1,728,944

18,692

 0

 0 0

 0

 0

 1,728,944

 18,692

 0 0

 0

補正前

財政局（財政運営費）職員人件費
・常勤一般職員 175人事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

事業目的

背景・課題

根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1
補正前補正後

職員人件費
細事業(事業内訳） 1 1,747,636 1,728,944 18,692 給与改定に伴う増額等

1,747,636 1,728,944 18,692

総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

10 2

償還金・還付加算金

2 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

           4,506,000                    0                   0           4,506,000                   0                   0補正後

           2,900,000

           1,606,000

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

           2,900,000

           1,606,000

                   0                   0

                   0

補正前

　市税の過納、誤納による還付金のうち、出納整理期間経過後に過誤納が判明した還付金については、歳入からの戻出により還付する
ことができないため、歳出予算から償還金として支出します。
　また、市税の還付及び充当すべき金額に加算する利子相当分を、歳出予算から還付加算金として支出します。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

     1,800,000      2,600,000      2,600,000          2,900,000      2,900,000      2,900,000      2,900,000
還付（充当）実績

実績      2,827,995      4,319,687千円

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　地方税法の規定により、過誤納に係る地方団体の徴収金がある場合、遅滞なくこれを還付(又は充当)します。
　当初納付いただいた税金が、過納（納付いただいた後に確定申告等が行われることにより税金が減額となった場合等）や誤納等によ
り多く納付いただいた状態となった場合、地方税法に基づき、これを還付することとなります。

事業目的

　本来であれば、市税収入の歳入額を減額することになりますが、税の申告期限等の関係で、年度を超えて調整する場合があります。
当該年度に納付いただいた分であれば歳入を減額しますが、前年度以前に納付いただいた分については、会計年度の関係上、歳出予算
から「償還金」として支払います。
　また、還付加算金とは、納付のあった日など地方税法に定められた日の翌日から支払決定日までの期間の日数に応じ、法定の利率に
より計算された金額を、過誤納金等に加算して支払います。

背景・課題

地方税法17条の２及び17条の４、地方自治法施行令第165条の８根拠法令・方針決裁等

決算額の推移
　＜償還金＞
　　令和元年度2,733,472千円、令和２年度3,240,617千円、令和３年度3,161,579千円、
　　令和４年度2,814,105千円、令和５年度4,294,634千円、令和６年度（見込）3,537,000千円
　＜還付加算金＞
　　令和元年度24,799千円、令和２年度28,828千円、令和３年度20,411千円、
　　令和４年度13,890千円、令和５年度25,053千円、令和６年度（見込）14,000千円
　＜合計＞
　  令和元年度2,758,271千円、令和２年度3,269,445千円、令和３年度3,181,990千円、

根拠・データ等

　  令和４年度2,827,995千円、令和５年度4,319,687千円、令和６年度（見込）3,551,000千円

通年

事業スケジュール

昭和25年事業開始年度

1
補正前補正後

償還金

細事業(事業内訳）
1            4,479,000           2,860,000            1,619,000 還付額の増に伴う増額

還付加算金
2               27,000              40,000             ▲13,000 還付加算額の減に伴う減額

           4,506,000           2,900,000            1,606,000

1税制課財政局

一般会計

折出 史朗 山本 大



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

10 2

納税通知書作成発送等定期課税事務費

2 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

           1,002,759                8,395                   0             994,364                   0                   0補正後

           1,092,759

            ▲90,000

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

           1,084,364

            ▲90,000

                   0               8,395

                   0

補正前

　市税の適正な賦課徴収を行うため、納税通知書等各種帳票類の作成・通知発送等郵送料や、納税通知書等の封入封緘・電算出力帳票
の裁断・加工・搬送等の業務委託に係る経費、繁忙期の区役所課税事務等における会計年度任用職員人件費の事務経費を執行します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　市税の賦課徴収に関し、効率的な事務運営と経費の節減を目的に、納税通知書等の作成・発送などに係る事務経費を取りまとめ、執
行します。
　事業内訳（細事業）ごとの目的・実施効果は、以下のとおりです。

①納税通知書等の作成・発送
　市税の賦課徴収に必要不可欠な納税通知書等の印刷・郵送料に係る経費を執行します。各区で使用する帳票類をまとめて調達するこ

事業目的

とで、経費の節減及び事務の効率化を図ります。
②納税通知書等の封入封緘等委託
　市税の賦課徴収事務を効率的に行うため、納税通知書等の封入封緘、電算出力帳票の裁断・加工・搬送等委託に係る経費を執行しま
す。
③定期課税等に係る会計年度任用職員経費
　市税の賦課徴収の繁忙期等に対応するため、区役所課税事務等に係る会計年度任用職員人件費を執行します。
④その他定期課税等に係る事務費
　市税の賦課徴収に必要不可欠な原付標識などの消耗品類の調達や、国が定める地方税関連統計資料の作成を専門業者に委託する等の
事務経費を執行します。各区で使用する消耗品類をまとめて調達すること、複雑かつ膨大な作業量となる資料作成を専門業者に委託す
ること等により、経費の節減及び事務の効率化を図ります。

　ここ数年、納税義務者数が増加していることや税制改正などにより各種事務量が増加しています。また、印刷物の単価や委託の人件
費などが増加傾向であることに加え、通知などの郵送単価についても上昇しています。
　こうした中、確実な履行を確保しつつ、費用の増加を最小限とするため、発注内容・発注規模・発注時期・納期の設定・費用増に繋
がる制限の緩和等の見直しを引き続き図り、事務経費の取りまとめ発注のメリットを最大限発揮していくとともに、税務システム再構
築後の実施内容について、再構築のメリットを踏まえた見直しを進めていく必要があります。

背景・課題

地方税法、横浜市市税条例等根拠法令・方針決裁等

■主な税目における納税義務者数【「市税賦課額調」から。なお、軽自動車税は課税客体数】
　・市県民税（個人）　令和３年度：1,983,024人、４年度：2,005,590人、５年度：2,026,154人、６年度：2,058,544人
　・固定資産税　　　　令和３年度：1,278,690人、４年度：1,292,481人、５年度：1,299,855人、６年度：1,306,183人
　・軽自動車税　　　　令和３年度：  591,389件、４年度：  596,095件、５年度：  597,728件、６年度：  599,349件

根拠・データ等

・昭和25年度：事業開始
・以降、事務経費を通年執行

事業スケジュール

昭和25年事業開始年度

1
補正前補正後

納税通知書等の作成・発送

細事業(事業内訳）

1              754,675             833,675             ▲79,000 印刷製本費等の減に伴う減額

納税通知書等の封入封緘等委託
2              164,231             175,231             ▲11,000 委託料の減に伴う減額

定期課税等に係る会計年度任用職員経費
3               68,205              68,205                    0

その他定期課税等に係る事務費
4               15,648              15,648                    0

           1,002,759           1,092,759             ▲90,000

2税制課財政局

一般会計

折出 史朗 山本 大





款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

一般会計　公債費　元金

18 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

144,918,140  2,257,906 0 142,660,234 0 0補正後

143,030,977

1,887,163

 0

 0 0

 0

 0

 140,773,071

 1,887,163

 0 2,257,906

 0

補正前

一般会計に属する市債について、償還計画に基づき償還元金を市債金会計へ繰り出す
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

一般会計の財源として活用した市債の元金の償還

事業目的

背景・課題

地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号根拠法令・方針決裁等

償還計画による

根拠・データ等

３月　市債金会計への繰り出し

事業スケジュール

-事業開始年度

1
補正前補正後

一般会計　公債費　元金
細事業(事業内訳） 1 144,918,140 143,030,977 1,887,163 臨時財政対策債償還基金費の積立に伴う元金

の増等

144,918,140 143,030,977 1,887,163

1資金課財政局

一般会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 2

一般会計　公債費　利子

18 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

          21,436,548                1,510                   0          21,435,038                   0                   0補正後

          22,297,271

           ▲860,723

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

          22,295,761

           ▲860,723

                   0               1,510

                   0

補正前

一般会計に属する市債について、償還計画に基づき償還利子を市債金会計へ繰り出す
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

①一般会計で発行した市債に係る利子等の支払い
②市債は、発行時に決めた利率に基づく利子を支払う。また、この公債費利子の中には、一時借入金の利子も含まれている

事業目的

背景・課題

地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号根拠法令・方針決裁等

償還計画による

根拠・データ等

３月　市債金会計への繰出し

事業スケジュール

-事業開始年度

1
補正前補正後

一般会計　公債費　利子
細事業(事業内訳） 1           21,436,548          22,297,271            ▲860,723 実績利率が予算利率を下回ったことによる利

子の減等

          21,436,548          22,297,271            ▲860,723

1資金課財政局

一般会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

一般会計　公債費　公債諸費

18 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

             526,811                    0                   0             526,811                   0                   0補正後

             930,012

           ▲403,201

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

             930,012

           ▲403,201

                   0                   0

                   0

補正前

一般会計に属する市債について、発行・償還計画に基づき発行及び償還にかかる諸費等を市債金会計へ繰り出す
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

一般会計の財源として活用した市債の発行及び償還にかかる諸費等の支払い

事業目的

背景・課題

-根拠法令・方針決裁等

発行計画、償還計画による

根拠・データ等

３月　市債金会計への繰出し

事業スケジュール

-事業開始年度

1
補正前補正後

一般会計　公債費　公債諸費
細事業(事業内訳） 1              526,811             930,012            ▲403,201 発行方法の変更に伴う発行手数料の減等

             526,811             930,012            ▲403,201

1資金課財政局

一般会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

一般会計　第三セクター等改革推進債公債費　元金

18 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

              57,791               57,791                   0                   0                   0                   0補正後

              33,663

              24,128

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

                   0

                   0

                   0              33,663

              24,128

補正前

一般会計に属する第三セクター等改革推進債について、償還計画に基づき償還元金を市債金会計へ繰り出す
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

第三セクター等改革推進債の元金の償還

事業目的

・財政健全化の一環として、将来の財政負担を軽減する観点から、第三セクター等改革推進債（以下「三セク債」）を活用し、 平成2
5年度に土地開発公社を解散することを「横浜市中期４か年計画」で公表し解散準備を進めた。
・土地開発公社を解散するための経費の一部として、三セク債1,372億円を償還期間20年として発行。
・三セク債発行により、調達した資金の返済はもちろんのこと、発行に伴う利子や諸経費等の支払いが必要となり、財政負担をできる
限り軽減することが求められることから、償還にあたっては、土地開発公社から引き継いだ土地の売却収入などの財源を基本として償
還する。なお、不足する額については、市税等の一般財源で負担する。

背景・課題

地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号根拠法令・方針決裁等

発行時に決定した償還計画による

根拠・データ等

３月　市債金会計への繰出し

事業スケジュール

平成25年度事業開始年度

1
補正前補正後

一般会計　第三セクター等改革推進債公債費　元金
細事業(事業内訳） 1               57,791              33,663               24,128 土地貸付収入の増による増

              57,791              33,663               24,128

1資金課財政局

一般会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

建設改良費出資金

19 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

           3,148,000                    0           3,148,000                   0                   0                   0補正後

           3,086,000

              62,000

                   0

                   0                   0

           3,086,000

              62,000

                   0

                   0

                   0                   0

                   0

補正前

　地下高速鉄道事業の建設改良費に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から出資を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　地下高速鉄道事業に対する出資金について、建設改良費の20％相当額を一般会計からの出資金として計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、経営基盤の強化を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、地下高速鉄道の経営基盤の強化を図るための出資について、一般会計が負担することとされています。

背景・課題

　地方公営企業法第18条、総務省通知令和６年４月１日総財公第26号「令和６年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

・建設改良費の推移
（実績）令和３年度：194億円、令和４年度：204億円、令和５年度：168億円
（予算）令和６年度：182億円（繰越含む）
（見込）令和７年度：156億円、令和８年度：218億円、令和９年度：231億円、令和10年度：231億円
・繰出基準
　繰出対象…地下高速鉄道事業の経営基盤の強化を図るための出資に要する経費
　繰出基準額…建設改良費の20％

根拠・データ等

建設改良費の執行状況を踏まえ、年度末に繰出しを行います。

事業スケジュール

昭和45年度事業開始年度

1
補正前補正後

建設改良費出資金
細事業(事業内訳） 1            3,148,000           3,086,000               62,000 国庫補助の追加認証に伴う増

           3,148,000           3,086,000               62,000

6総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

地下高速鉄道整備事業費補助金

19 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

             254,445                    0             253,000               1,445                   0                   0補正後

             165,556

              88,889

                   0

                   0                   0

             165,000

              88,000

                 556

                 889

                   0                   0

                   0

補正前

　国庫補助の対象となった地下高速鉄道整備事業に係る工事又は資産の取得に要する経費に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計
から補助を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　国庫補助の対象となった下記の事業に係る経費について、一般会計協調補助分を計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、資本費負担の軽減を図ります。

【対象事業】
・防災・減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都圏直下地震・南海トラフ地震などに備えて、より多くのお客様の安全を確保す
る観点や、一時避難場所や緊急輸送道路の確保等の公共的な機能も考慮し、主要駅や高架橋等の鉄道施設の耐震対策をより一層推進す

事業目的

るもの。

　総務省繰出金通知により、地下高速鉄道の資本費負担の軽減を図り、その建設を推進するため、建設改良費の一部について一般会計
が負担することとされています。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和６年４月１日総財公第26号「令和６年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

【繰出基準】
・繰出対象…国庫補助の対象となった地下高速鉄道整備事業に係る工事又は資産の取得に要する経費に102％を乗じて得た額の80％
・繰出基準額…当該建設改良費に35％を乗じて得た額

根拠・データ等

事業費確定後、年度末に繰出します。

事業スケジュール

平成25年度事業開始年度

1
補正前補正後

地下高速鉄道整備事業費補助金
細事業(事業内訳） 1              254,445             165,556               88,889 国庫補助の追加認証に伴う増

             254,445             165,556               88,889

7総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

資産活用推進基金費(基金積立金)

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

824,500  824,500 0 0 0 0補正後

476,677

347,823

 0

 0 0

 0

 0

 0

 0

 0 476,677

 347,823

補正前

資産活用推進基金保有土地の民間売却等による財産売払収入及び資産活用推進基金運用収入を経理する。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

20 20 14 14 14 14 14
処分

実績 29 19億円

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

資産活用推進基金保有土地の民間売却等による財産売払収入及び資産活用推進基金運用収入を経理する。
また、未利用等土地の更なる抽出と共有に取り組み、あらゆる視点からその利活用を積極的に進めていきます。
(1)供用済、事業中の土地については、計画的に所管換を行います。
(2)事業未定土地、事業時期未定土地については、定期的に取得依頼局にヒアリングをし所管換を進めます。また、利活用の観点から
取得依頼局以外が事業を行う場合には「令和３年度に新設したルール※」を適用し新簿価での所管換を行います。※令和３年度に新設
したルール：「現在の簿価（取得価格）」と「用途転換時の時価」を比較し、いずれか低い方を新たな事業における土地の新簿価（所

事業目的

管換価格）とするもの

背景・課題

地方自治法根拠法令・方針決裁等
横浜市資産活用推進基金条例
横浜市資産活用推進基金条例施行規則
横浜市公有財産規則

資産活用推進基金の推移
・基金総額：令和４年度末　629億円、令和５年度末　635億円、令和６年度末　638億円
・基金現金：令和４年度末　120億円、令和５年度末　130億円、令和６年度末　128億円

根拠・データ等

・資金代行、所管換、運用、貸付：随時
・公募売却：7月、12月

事業スケジュール

平成19年度事業開始年度

1
補正前補正後

資産活用推進基金費(基金積立金)
細事業(事業内訳） 1 824,500 476,677 347,823 土地売払収入の増による基金積立金の増

824,500 476,677 347,823

1ファシリティマネジメン
ト推進課

財政局

公共事業用地費会計

中里 浩一郎 森下 洋



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

資産活用推進基金費(公有財産購入費)

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

              84,851               84,851                   0                   0                   0                   0補正後

             102,380

            ▲17,529

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

                   0

                   0

                   0             102,380

            ▲17,529

補正前

資産活用推進基金保有土地の民間売却等による財産売払収入及び用地購入費を経理する。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

            20             20             14                 14             14             14             14
処分

実績             29             19億円

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

資産活用推進基金保有土地の民間売却等による財産売払収入及び資産活用推進基金運用収入を経理する。
また、未利用等土地の更なる抽出と共有に取り組み、あらゆる視点からその利活用を積極的に進めていきます。
(1)供用済、事業中の土地については、計画的に所管換を行います。
(2)事業未定土地、事業時期未定土地については、定期的に取得依頼局にヒアリングをし所管換を進めます。また、利活用の観点から
取得依頼局以外が事業を行う場合には「令和３年度に新設したルール※」を適用し新簿価での所管換を行います。※令和３年度に新設
したルール：「現在の簿価（取得価格）」と「用途転換時の時価」を比較し、いずれか低い方を新たな事業における土地の新簿価（所

事業目的

管換価格）とするもの

背景・課題

地方自治法根拠法令・方針決裁等
横浜市資産活用推進基金条例
横浜市資産活用推進基金条例施行規則
横浜市公有財産規則

資産活用推進基金の推移
・基金総額：令和４年度末　629億円、令和５年度末　635億円、令和６年度末　638億円
・基金現金：令和４年度末　120億円、令和５年度末　130億円、令和６年度末　128億円

根拠・データ等

・資金代行、所管換、運用、貸付：随時
・公募売却：7月、12月

事業スケジュール

平成19年度事業開始年度

1
補正前補正後

資産活用推進基金費(公有財産購入費)
細事業(事業内訳） 1               84,851             102,380             ▲17,529 簿価割れ土地の売払減による保有土地取得費

の減

              84,851             102,380             ▲17,529

1ファシリティマネジメン
ト推進課

財政局

公共事業用地費会計

中里 浩一郎 森下 洋



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

都市開発事業費（用地購入費）

2 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

43,000  0 43,000 0 0 0補正後

1,000,000

▲957,000

 0

 0 0

 1,000,000

 ▲957,000

 0

 0

 0 0

 0

補正前

国からの借入金で道路等の事業用地を取得する。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

10 10 10 10 10 10 10
取得

実績 2 1億円

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

　都市の計画的整備を推進するために、公共施設整備に必要な用地の先行取得資金を借り入れ、これに伴う元利償還金を他会計と区別
して経理する。

事業目的

背景・課題

都市開発資金の貸付に関する法律根拠法令・方針決裁等
都市開発資金融通特別会計法
都市開発資金の貸付に関する法律施行令
都市開発資金貸付要領

(1) 貸付対象　「都市開発資金の貸付に関する法律」（以下「法」と記す）に定められた用地
① 都市施設用地 ……法第１条１項１号
②　都市機能更新用地　……法第１条１項２号及び２項

(2) 貸付利率　1.3％で積算（注：財投金利の変動により改正あり）
(3) 償還期間

① 都市施設用地 ……元金４年据置、10年償還（防災緑地となる公園・緑地については元金３年据置）
②　都市機能更新用地　……元金４年据置、10年償還

(4) 償還方法　元金均等半年賦による償還
(5) 償還期日  ９月10日及び３月10日

根拠・データ等

・取得、貸付：都度
・有償所管換：７月～８月
・償還 ：９月10日及び３月10日
・無償所管換：３月

事業スケジュール

昭和48年度事業開始年度

1
補正前補正後

都市開発資金事業費（用地購入費）
細事業(事業内訳） 1 43,000 1,000,000 ▲957,000 国からの借入減に伴う用地購入費の減

43,000 1,000,000 ▲957,000

1ファシリティマネジメン
ト推進課

財政局

公共事業用地費会計

中里 浩一郎 森下 洋



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 2

都市開発事業費（利子）

2 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

               3,775                2,611                   0               1,164                   0                   0補正後

              16,379

            ▲12,604

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

              16,378

            ▲15,214

                   0                   1

               2,610

補正前

道路等の事業用地を取得するため、国から借入及び市債金会計を通した既存借入金の利払いを整理する。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

             1              1              1                  1              1              1               
財産貸付

実績           5301               千円

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　都市の計画的整備を推進するために、公共施設整備に必要な用地の先行取得資金を借り入れ、これに伴う元利償還金を他会計と区別
して経理する。

事業目的

背景・課題

都市開発資金の貸付に関する法律根拠法令・方針決裁等
都市開発資金融通特別会計法
都市開発資金の貸付に関する法律施行令
都市開発資金貸付要領

(1)　貸付対象　「都市開発資金の貸付に関する法律」（以下「法」と記す）に定められた用地
　①　都市施設用地　　　……法第１条１項１号
　②　都市機能更新用地　……法第１条１項２号及び２項
(2)　貸付利率　1.3％で積算（注：財投金利の変動により改正あり）
(3)　償還期間
　①　都市施設用地　　　……元金４年据置、10年償還（防災緑地となる公園・緑地については元金３年据置）
　②　都市機能更新用地　……元金４年据置、10年償還
(4)　償還方法　元金均等半年賦による償還
(5)　償還期日  ９月10日及び３月10日

根拠・データ等

・取得、貸付：随時
・有償所管換：７月～８月　　　　　
・償還　　　：９月10日及び３月10日
・無償所管換：３月

事業スケジュール

昭和48年度事業開始年度

1
補正前補正後

都市開発資金事業費（利子）
細事業(事業内訳） 1                3,775              16,379             ▲12,604 国からの借入減に伴う支払利子の減

               3,775              16,379             ▲12,604

1ファシリティマネジメン
ト推進課

財政局

公共事業用地費会計

中里 浩一郎 森下 洋



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

公共用地先行取得事業費（減債基金積立金）

3 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

           1,205,339            1,205,339                   0                   0                   0                   0補正後

             300,441

             904,898

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

                   0

                   0

                   0             300,441

             904,898

補正前

公園や緑地等を取得するために発行した市債の償還にあたり取り崩した減債基金への積み戻しを行う。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

            19             19            0.3                  3             19             19             19
積立金

実績             52             22億円

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　地方債制度を活用して民間資金の導入を図り、公共施設整備に必要な用地の先行取得を円滑に進めます。
　また、未利用等土地の更なる抽出と共有に取り組み、あらゆる視点からその利活用を積極的に進めていきます。

(1)供用済、事業中の土地については、計画的に所管換を行います。
(2)事業未定土地、事業時期未定土地については、定期的に取得依頼局にヒアリングをし所管換を進めます。また、利活用の観点から
取得依頼局以外が事業を行う場合には「令和３年度に新設したルール（※）」を適用し新簿価での所管換を行います。

事業目的

（※）令和３年度に新設したルール：「現在の簿価（取得価格＋利子）」と「用途転換時の時価」を比較し、いずれか低い方を新たな
事業における土地の新簿価（所管換価格）とするもの

背景・課題

地方自治法第230条、地方財政法第５条第１項第５号根拠法令・方針決裁等

・起債対象　①将来、公共用もしくは公用に供する用地又はその代替地として利用する計画に基づいて取得する用地
　　　　　　②国土利用計画法、都市計画法、生産緑地法、公拡法等の規定に基づく買取請求、買取協議、先買権の行使、
　　　　　　　買取りの申出等により取得する用地の取得
　　　　　　③環境保全上、優れた価値を有するもので、条例等の規定に基づき保全すべき用地として指定された用地の取得
・事業化の期限　起債年度以降10年度以内根拠・データ等

・歳入 　財産収入（土地の売払・貸付)）→随時、繰越金→３月
・歳出　公債費元金→９月、３月、公債費利子→９月、３月、公債費諸費→3月、減債基金積立→３月

事業スケジュール

昭和63年度事業開始年度

1
補正前補正後

公共用地先行取得事業費（減債基金積立金）
細事業(事業内訳） 1            1,205,339             300,441              904,898 前年度繰越金及び財産貸付収入の増に伴う減

債基金への積立増

           1,205,339             300,441              904,898

1ファシリティマネジメン
ト推進課

財政局

公共事業用地費会計

中里 浩一郎 森下 洋



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

市債金会計　公債費　元金

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

         390,441,772          252,467,762          65,862,000          72,112,010                   0                   0補正後

         390,959,915

           ▲518,143

                   0

                   0                   0

          65,873,000

            ▲11,000

          72,691,545

           ▲579,535

                   0         252,395,370

              72,392

補正前

市債の償還元金について、各会計を統合整理し金融機関等へ支払う
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

・全会計分の市債の償還元金の支払い
・公債費の管理を総合的な処理で行うことで、市債の管理とその経理の適正を図る

事業目的

背景・課題

地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号根拠法令・方針決裁等

償還計画による

根拠・データ等

通年：期限到来毎

事業スケジュール

事業開始年度

1
補正前補正後

市債金会計　公債費　元金
細事業(事業内訳） 1          390,441,772         390,959,915            ▲518,143 他会計繰入金の減による元金の減等

         390,441,772         390,959,915            ▲518,143

1資金課財政局

市債金会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 2

市債金会計　公債費　利子

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

          32,651,672           11,215,124                   0          21,436,548                   0                   0補正後

          33,758,808

         ▲1,107,136

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

          22,297,271

           ▲860,723

                   0          11,461,537

           ▲246,413

補正前

市債利子及び一時借入金利子（企業会計分を除く）について、各会計を統合整理し金融機関等へ支払う
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

・全会計分の市債発行に係る利子と企業会計を除く一時借入金の利子の支払い
・公債費の管理を総合的な処理で行うことで、市債の管理とその経理の適正を図る

事業目的

背景・課題

地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号根拠法令・方針決裁等

償還計画による

根拠・データ等

通年：期限到来毎

事業スケジュール

-事業開始年度

1
補正前補正後

市債金会計　公債費　利子
細事業(事業内訳） 1           32,651,672          33,758,808          ▲1,107,136 他会計繰入金の減による利子の減

          32,651,672          33,758,808          ▲1,107,136

1資金課財政局

市債金会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

市債金会計　公債費　公債諸費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

             972,531              542,018                   0             430,513                   0                   0補正後

           1,380,814

           ▲408,283

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

             830,796

           ▲400,283

                   0             550,018

             ▲8,000

補正前

市債の発行及び償還にかかる諸費等について、各会計を統合整理し金融機関等へ支払う
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

・全会計分の市債発行及び償還にかかる諸費等の支払いを行う
・公債費の管理を総合的な処理で行うことで、市債の管理とその経理の適正を図る

事業目的

背景・課題

根拠法令・方針決裁等

発行計画、償還計画による

根拠・データ等

通年：期限到来毎

事業スケジュール

事業開始年度

1
補正前補正後

市債金会計　公債費　公債諸費
細事業(事業内訳） 1              972,531           1,380,814            ▲408,283 他会計繰入金の減による公債諸費の減

             972,531           1,380,814            ▲408,283

1資金課財政局

市債金会計

古川 聡 佐々木 俊弘





款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

市債金会計　公債費　減債基金積立金

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

          74,612,299            1,806,169                   0          72,806,130                   0                   0補正後

          71,864,451

           2,747,848

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

          70,339,432

           2,466,698

                   0           1,525,019

             281,150

補正前

市債償還に係る減債基金積立金について、各会計分を統合整理し減債基金へ積み立てを行う
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

・市債償還に係る減債基金積立金について、各会計分を統合整理し減債基金へ積み立てを行う
・将来の償還財源の計画的な確保、資金の流動性の向上、償還確実性に対する市場の信認の一層の向上等を図る

事業目的

背景・課題

横浜市減債基金条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号根拠法令・方針決裁等

横浜市減債基金条例

根拠・データ等

３月：減債基金へ積立

事業スケジュール

事業開始年度

1
補正前補正後

市債金会計　公債費　減債基金積立金
細事業(事業内訳） 1           74,612,299          71,864,451            2,747,848 臨時財政対策債償還基金費受入に伴う減債基

金積立金の増等

          74,612,299          71,864,451            2,747,848

1資金課財政局

市債金会計

古川 聡 佐々木 俊弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

市債金会計　第三セクター等改革推進債公債費　元

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

２月補正予算

政策番号 施策番号

金

3,489,796  3,432,005 0 57,791 0 0補正後

3,489,796

0

 0

 0 0

 0

 0

 33,663

 24,128

 0 3,456,133

 ▲24,128

補正前

第三セクター等改革推進債にかかる市債元金について、金融機関等へ支払う
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

第三セクター等改革推進債にかかる市債元金について金融機関等へ支払う

事業目的

背景・課題

地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号根拠法令・方針決裁等

償還計画による

根拠・データ等

通年：期限到来毎

事業スケジュール

平成25年度事業開始年度

1
補正前補正後

市債金会計　第三セクター等改革推進債公債費　元
細事業(事業内訳） 1 3,489,796 3,489,796 0金

3,489,796 3,489,796 0

1資金課財政局

市債金会計

古川 聡 佐々木 俊弘
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